
（１）中間貸借対照表 

（単位：百万円）

Ⅰ １１０，６９５ １０８，８１６ 　 １，８７８ １０７，６３９

1. ４４，１４４ ４９，６８７ △ ５，５４２ ３４，４８６

2. １２，３４９ １８，０１９ △ ５，６７０ １８，５８２

3. ７，２２３ １０，３９８ △ ３，１７５ ９，２５７

4. ２，９０９ ４，９５０ △ ２，０４０ ２，８６９

5. １０，６５０ ８３０ 　 ９，８２０ ７，０５０

6. １０８ １２１ △ １３ ３３７

7. ５，９６１ ２，９４２ 　 ３，０１９ ５，０５４

8. ４，０９３ １，９１４ 　 ２，１７８ ４，４１１

9. １３，６２３ １２，６１８ 　 １，００５ １３，４３５

10. ９，７４８ ７，６００ 　 ２，１４７ １２，２５８

11. △ １１７ △ ２６７ 　 １５０ △ １０３

Ⅱ ２，０１４，３８５ ２，０２６，９３９ △ １２，５５３ ２，０３９，９３６

Ａ １，５８５，５０４ １，５９８，１０６ △ １２，６０２ １，５９５，４２９

Ｂ ２０１ ２１４ △ １３ ２２９

Ｃ ６２，７０８ ６４，５３９ △ １，８３０ ７７，６８８

Ｄ ９０，１７５ ９１，０１０ △ ８３４ ９４，０７３

Ｅ ６４，８０６ ６８，８３４ △ ４，０２７ ５２，１４９

Ｆ ２１０，９８９ ２０４，２３３ 　 ６，７５５ ２２０，３６６

1. 投 資 有 価 証 券 ２３，３６３ ２３，９６８ △ ６０５ ３８，９７２

2. 関 係 会 社 株 式 １２０，１７６ １１９，７１８ 　 ４５７ １１６，５３１

3. 長 期 貸 付 金 ８，４９４ ５，４２５ 　 ３，０６８ ４，３９３

4. 長 期 前 払 費 用 ２，６５５ ３，００８ △ ３５２ ３，２９１

5. 厚 生 年 金 移 換 負 担 金 － － 　 － ４，３３７

6. 繰 延 税 金 資 産 ４９，３６８ ４５，０８３ 　 ４，２８５ ４４，０９３

7. そ の 他 の 投 資 等 ７，６２８ ７，７０９ △ ８１ ８，９３９

8. 貸 倒 引 当 金 △ ６９６ △ ６８０ △ １５ △ １９２

２，１２５，０８１ ２，１３５，７５６ △ １０，６７４ ２，１４７，５７５資 産 合 計

科　　　　　目

前 中 間 期 末

(平成１４年９月３０日現在) (平成１４年３月３１日現在) (平成１３年９月３０日現在)

当 中 間 期 末 前　期　末

増　　　減

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

（ 資　 産 　の 　部 ）

未 収 金

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

分 譲 土 地 建 物

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

船 舶 事 業 固 定 資 産

関 連 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 等

２４

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



（単位：百万円）

Ⅰ ４５０，９３３ ４１７，５５３ 　 ３３，３８０ ４１８，２１２

1. ５７，０９２ ４２，６６３ 　 １４，４２９ ２２，９００

2. ６７，５６８ ３３，７６０ 　 ３３，８０８ ３８，０５６

3. ３４，８７７ ３４，７０８ 　 １６８ ３２，１５３

4. １，１６８ ３，９４６ △ ２，７７８ １，１６８

5. ６０，７６４ ９８，３９４ △ ３７，６２９ ７５，０６０

6. １３，３１０ １３，６６０ △ ３４９ １３，４９２

7. ５，４７０ ４，９８５ 　 ４８４ ６，６０２

8. １９，６３３ ２５，４３１ △ ５，７９８ ２９，５７７

9. ５，７７５ ８，３９３ △ ２，６１８ ７，３０５

10. １２，２１６ １５，７０６ △ ３，４９０ ２３，９８３

11. ３３，４０３ ２８，３２８ 　 ５，０７５ ３２，８４８

12. １０５，６５３ ７２，９１４ 　 ３２，７３８ ９７，３８８

13. １，４１７ ４４１ 　 ９７６ １，１６５

14. ３２，５２４ ３３，９１６ △ １，３９１ ３４，２８２

15. － － 　 － ２，１３７

16. ５８ ３０３ △ ２４５ ９１

Ⅱ １，２７１，１７９ １，３２９，５４０ △ ５８，３６０ １，３４６，４４２

1. ２１５，０００ ２１５，０００ 　 － ２００，０００

2. １９８，７８５ ２３６，８７３ △ ３８，０８８ ２２９，９５３

3. ６００，２２４ ６１１，１７８ △ １０，９５４ ６３５，１０６

4. ２９，４２７ ３０，０１１ △ ５８４ １４，７４０

5. ４３，８２６ ４０，８３６ 　 ２，９９０ ３７，０８７

6. １７３，６８１ １８０，８９２ △ ７，２１１ ２０８，６８６

7. ５，２４２ ９，６５０ △ ４，４０７ １２，５８４

8. ４，９９１ ５，０９７ △ １０５ ８，２８４

１，７２２，１１３ １，７４７，０９３ △ ２４，９８０ １，７６４，６５５

Ⅰ １００，０００ １００，０００ 　 － １００，０００

Ⅱ ５５，０００ ５５，０００ 　 － ５５，０００

５５，０００ ５５，０００ 　 － ５５，０００

Ⅲ ２４４，８５８ ２３０，１０２ 　 １４，７５５ ２２１，８０６

1. １１，３２７ １１，３２７ 　 － １１，３２７

2. １７２，８２０ １５０，０００ 　 ２２，８２０ １５０，０００

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ２，８２０ － 　 ２，８２０ －

別 途 積 立 金 １７０，０００ １５０，０００ 　 ２０，０００ １５０，０００

3. ６０，７１０ ６８，７７５ △ ８，０６５ ６０，４７８

Ⅳ ３，１０９ ３，５５９ △ ４５０ ６，１１４

４０２，９６７ ３８８，６６２ 　 １４，３０５ ３８２，９２０

２，１２５，０８１ ２，１３５，７５６ △ １０，６７４ ２，１４７，５７５

負 債 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

（ 資 　 本  　の  　部 ）

（ 負　 債 　の 　部 ）

流 動 負 債

短 期 借 入 金

1年以内に返済する長期借入金

当 中 間 期 末 前　期　末
増　　　減

前 中 間 期 末

(平成１４年９月３０日現在) (平成１４年３月３１日現在) (平成１３年９月３０日現在)

科　　　　　目

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金

1年以内に支払う長期未払金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

前 受 運 賃

前 受 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

災 害 修 繕 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

鉄道施設購入長期未払金

長 期 未 払 金

鉄 道 使 用 料 長 期 未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

利 益 剰 余 金

ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ構造物修繕引当金

そ の 他 の 固 定 負 債

２５

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中間（当期）未処分利益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金



（２） 中間損益計算書 

（単位：百万円）

Ⅰ

1. 　４１６，６３９ 　４２８，２９４ △ １１，６５５ 　８５１，１４２

2. 　３６５，７５５ 　３７８，５２４ △ １２，７６８ 　７６３，２２６

　 ５０，８８３ 　 ４９，７７０ 　 １，１１３ 　 ８７，９１５

Ⅱ 　 　 　

1. 　 １７５ 　 １７１ 　 ４ 　 ３６０

2. 　 １９９ 　 ２２０ △ ２１ 　 ４８３

△ ２３ △ ４９ 　 ２５ △ １２３

Ⅲ

1. 　 ９，２７１ 　 ９，２５４ 　 １７ 　 １８，３８５

2. 　 ３，８９１ 　 ３，３８７ 　 ５０３ 　 ６，６４４

　 ５，３８０ 　 ５，８６７ △ ４８６ 　 １１，７４０

　 ５６，２４１ 　 ５５，５８８ 　 ６５２ 　 ９９，５３３

Ⅳ 　 １，０８９ 　 １，７７５ △ ６８６ 　 ６，２６３

1. 　 ４９７ 　 ７５８ △ ２６０ 　 ８１５

2. 　 ５９１ 　 １，０１６ △ ４２５ 　 ５，４４８

Ⅴ 　 ２３，６９７ 　 ２７，３１８ △ ３，６２０ 　 ５１，７０３

1. 　 ２３，５７５ 　 ２７，１４８ △ ３，５７３ 　 ５１，１７５

2. 　 １２２ 　 １７０ △ ４７ 　 ５２８

　 ３３，６３２ 　 ３０，０４４ 　 ３，５８７ 　 ５４，０９２

Ⅵ 　 ３，５０６ 　 ６０，４４７ △ ５６，９４０ 　１０５，１４２

1. 　 ２，９２７ 　 ３，７９９ △ ８７１ 　 ３０，９３２

2. 　 － 　 ５４，２９７ △ ５４，２９７ 　 ６６，２１８

3. 　 ５７９ 　 ２，３５０ △ １，７７０ 　 ７，９９１

Ⅶ 　 ３，１６６ 　 ５７，６０９ △ ５４，４４２ 　 ９９，６７７

1. 　 ２，８５０ 　 ３，７１６ △ ８６６ 　 ２８，８１４

2. 　 － 　 ２３，１７８ △ ２３，１７８ 　 ２３，１７８

3. 　 － 　 １５，８７２ △ １５，８７２ 　 １５，８７２

4. 　 ２４ 　 ２３９ △ ２１４ 　 １１，３１２

5. 　 － 　 ７，７４７ △ ７，７４７ 　 ７，７４７

6. 　 ２９１ 　 ６，８５４ △ ６，５６３ 　 １２，７５１

　 ３３，９７２ 　 ３２，８８２ 　 １，０８９ 　 ５９，５５７

　 １９，０９７ 　 ２９，５６０ △ １０，４６２ 　 ４１，２４３

△ ４，９６１ △ １５，９２７ 　 １０，９６６ △ １４，２３２

　 １９，８３５ 　 １９，２５０ 　 ５８５ 　 ３２，５４６

　 ４０，８７４ 　 ４１，２２８ △ ３５４ 　 ４１，２２８

　 － 　 － 　 － 　 ５，０００

　 ６０，７１０ 　 ６０，４７８ 　 ２３１ 　 ６８，７７５

前　　　期

平成１４年４月　１日から 平成１３年４月　１日から 平成１３年４月　１日から

当 中 間 期 前 中 間 期

増　　減

平成１４年９月３０日まで 平成１３年９月３０日まで 平成１４年３月３１日まで

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

科　　　目

鉄 道 事 業 営 業 利 益

船 舶 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

船 舶 事 業 営 業 利 益

関 連 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

関 連 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ・ 社 債 利 息

そ の 他 の 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

投 資 有 価 証 券 売 却 益

そ の 他 の 利 益

特 別 損 失

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損

債 務 譲 渡 損

新 幹 線 高 架 橋 補 修 費

有 価 証 券 評 価 損

ＴｉＳ転籍者退職加算金

そ の 他 の 損 失

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

２６

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



 

２７ 

（３）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 

 

 

 

 

(2) 

 

    

有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

② その他有価証券 

時価のあるもの 中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。 

たな卸資産 

① 分譲土地建物 個別法による原価法によっております。 

② 貯  蔵  品 移動平均法による原価法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については取替法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間期末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異（３０１,６４２百万円）については、１０年による按分額を費用処理するこ

ととし、当中間期にかかる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとし、当中間

期にかかる額を計上しております。 

(4) コンクリート構造物修繕引当金 

「山陽新幹線コンクリート構造物検討委員会」からの報告に基づく山陽新幹線高架橋の補修に係

る費用の支出に備えるため、その見積額を計上しております。 

なお、山陽新幹線高架橋の補修については、「山陽新幹線コンクリート構造物検討委員会」から

の報告を踏まえ、平成１２年度より平成１５年度にかけて工事を実施する計画としております。 

 

 



 

２８ 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

 

（４）追 加 情 報 

 

㈱日本旅行の第三者割当増資引受 

当社は、平成１４年１０月１６日に開催した取締役会において、㈱日本旅行が行う第三者割当増資を

引受けることを決定いたしました。なお、この第三者割当増資は、平成１４年１１月１５日に開催予

定の㈱日本旅行の臨時株主総会における新株発行決議がなされることを条件として実施されます。 

 

① 増資引受の目的 

㈱日本旅行は、新たな経営ビジョンの実現に向けて、システムや店舗等の設備投資資金を調達す

るとともに、自己資本を充実し財務体質を強化することを目的として第三者割当増資を実施するこ

ととしております。当社といたしましては、この新経営ビジョンが、旅行業界の経営環境の変化に

適応できる新たな旅行業を目指し、鉄道事業と旅行業の相乗効果を発揮させるというこれまでの方

向性に沿うことから、この第三者割当増資を全額引受けることといたしました。 

 

② 増資引受の内容 

引 受 額  ６０億円 

引 受 株 式 数  普通株式４０百万株 

引受後持株比率  ７７．７７％（引受前３３．３０％） 

払 込 期 日  平成１４年１２月５日（予定） 

   

③ 会 社 の 概 要 

商 号  ㈱日本旅行 

代 表 者  代表取締役社長 金井 耿 

本 店 所 在 地  東京都港区新橋二丁目２０番１５号 

資 本 金  １，０００百万円 

 

 

 



 

２９ 

（５）注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

  （当中間期末） （前 期 末） （前中間期末） 

２,１１１,２５１百万円 ２,０７４,２７８百万円 ２,０５３,８９５百万円

２．保証債務 

  （当中間期末） （前 期 末） （前中間期末） 

２６,９４２百万円 ２８,３８６百万円 ２９,２８５百万円

３．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

  （当中間期末） （前 期 末） （前中間期末） 

２０,０００百万円 ２０,０００百万円 ２０,０００百万円

４．担保提供資産 

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律（平成１３年法律

第６１号）附則第７条に基づき、総財産を社債の一般担保に供しております。 

  （当中間期末） （前 期 末） （前中間期末） 

２２０,０００百万円 ２２０,０００百万円 ２２０,０００百万円

 

（中間損益計算書関係） 

研究開発費の総額 

（当中間期） （前  期） （前中間期） 

２,１９９百万円 ５,３５８百万円 １,８４８百万円

 



３０ 

（６）リース取引に関する注記 
 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 
１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額             

     (単位:百万円) 

当 中 間 期 前 中 間 期 前     期  

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末  

残   高

相 当 額

取  得

価  額

相当額

減価償却

累 計 額

相 当 額

中間期末  

残   高

相 当 額

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却

累 計 額

相 当 額

期  末

残  高

相当額

鉄道事業固定資産 435 243 191 488 292 196 442 239 202

関 連事業固定資産 3 0 2 7 3 3 7 4 2

各事業関連固定資産 144 95 48 378 258 119 270 195 74

合 計 582 339 243 874 554 319 719 440 279

（注）取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法によっております。 

 

２． 未経過リース料期末残高相当額 

     (単位:百万円) 

 当 中 間 期 前 中 間 期 前     期 

１ 年 以 内  109 156 126 

１ 年 超  133 162 152 

合 計  243 319 279 

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払利子込み法によっております。 

 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

     (単位:百万円) 

 当 中 間 期 前 中 間 期 前     期 

(1) 支 払 リ ー ス 料 73 118 214 

(2) 減価償却費相当額 73 118 214 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

 

 



 

３１ 

（７）有価証券に関する注記 

 

当中間連結会計期間に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは除く）に

関する注記については、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

なお、当中間期末における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 



損 益 計 算 書（連 結）

（単位：億円）

項      目 備　　　　考

< 1.36 > < 1.36 >

 営   業   収   益  5,796  5,935 △ 139 当 　社 運輸収入減等
子会社 物販飲食・ホテル減、百貨店増

 営   業   費   用  5,131  5,280 △ 148 当 　社 人件費減
子会社 売上原価減

 営   業   利   益  664  655  9

   営  業 外 損 益 △ 244 △ 265  20 当 　社 長期債務縮減
子会社 持分法会社利益減

 経   常   利   益  419  389  30

【14年度中間の特別損益の主な内訳】

   特   別  損  益 △ 1  37 △ 38

 税引前当期純利益  418  426 △ 8

 法   人   税   等  176  178 △ 2

 少 数 株 主 損 益 △ 9 △ 10  1
< 1.17 > < 1.23 >

 当  期  純  利 益  232  237 △ 4

（注）1.［   ］は、H14.5.13発表の業績予想値を示しております。

　　　2. <　 > は連単倍率を示しております。

セ グ メ ン ト 別 実 績
（単位：億円）

項　　　目 備　　　　考

営業収益 　 4,252 　 4,368 △ 115 ・ 鉄道事業　運輸収入等減

営業利益 　 515 　 503 　 12
バス事業　一般路線、貸切収入減　

営業収益 　 1,115 　 1,115 △ 0 ・　百貨店増、物販飲食減

営業利益 　 26 　 27 △ 1

営業収益 　 340 　 344 △ 4 ・ 不動産分譲減

営業利益 　 79 　 75 　 4

営業収益 　 818 　 821 △ 2 ・ ホテル業減

営業利益 　 41 　 48 △ 6

（注） 記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

不動産業

そ の 他
事 業

増  減

増  減

運 輸 業

流 通 業

平成14年度
中     間

平成13年度
中     間

平成14年度
中     間

平成13年度
中     間

連結参考資料

[5,865]

[  420]

[  225]

連－１



貸 借 対 照 表（連 結）

平成14年度 (単位:億円)

平成14年度
中     間

流     動    資    産 1,762 1,919 △ 156

資
固     定    資    産 22,055 22,247 △ 191

産 有 形 固 定 資 産 等 20,053 20,222 △ 168 194

△ 282

（う ち 減 価 償 却 費 △ 268）

の

部 建 設 仮 勘 定 651 691 △ 39

投 資 そ の 他 の 資 産 1,349 1,334　　 15 繰延税金資産
出 資 株 式 

繰     延    資    産 0 0 △ 0

当  社  21,357億円（△1,121億円）

    合       計 23,819 24,167 △ 348 子会社   2,810億円（△  473億円）

平成14年度
中     間

流     動    負    債 4,617 4,514　　 103

１年以内長期借入金等 1,117 803　　 313

未 払 金 等 3,500 3,710 △ 209

固     定    負    債 14,723 15,350 △ 627

社債･長期借入金等 11,249 11,775 △ 525

退 職 給 付 引 当 金 1,837 1,908 △ 70

預 り 保 証 金 等 1,635 1,666 △ 30

負     債    合    計 19,341 19,864 △ 523

少  数  株  主  持  分 191 188　　 3

資 本 金 1,000 1,000 －
資 本 剰 余 金 550 550 －
利 益 剰 余 金 2,686 2,505　　 181

有価証券評価差額金 49 59 △ 9

資     本    合    計 4,286 4,114　　 171

    合       計 23,819 24,167 △ 348
株 主 資 本 比 率 18.0% 17.0％
総資本営業利益率（ＲＯＡ） 2.8% 4.7％

平成13年度末

平成13年度末

科　       　　　　目 備          考増　減

科　       　　　　目 増　減 備          考

現 預 金

未 収 金

資 産 減

長期債務残高

△315

48

△ 15

△202

資 産 増 減

た な 卸 資 産

資 産 増

△ 38

   80

14年度中間 13年度末 増  減

当  社 11,470 11,654 △ 184

子会社 896 924 △ 28

合  計 12,367 12,579 △ 212

配 当 金 等 △51
当 期 利 益 232

計 181

 
負
 
債
 
・
少
 
数
 
株
 
主
 
持
 
分
 
及
 
び
 
資
 
本
 
の
 
部

期　首 増　加 減　少 期　末

当  社 17,538 355 △ 508 17,385
子会社 2,683 81 △ 96 2,668
合  計 20,222 437 △ 605 20,053

未 払 金
買 掛 金
未 払 法 人 税
前 受 金

△ 315
△  86
△  68
334

  連－２



キャッシュ・フロー計算書 (連 結)

（ 単位 ： 億円 ）

税金等調整前当期純利益  418  426 △ 8

減 価 償 却 費  548  564 △ 15

固 定 資 産 圧 縮 損  28  37 △ 8

退職給付引当金の増減額 △ 70 △ 124  53

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ 11 △ 6 △ 5

工 事 負 担 金 等 受 入 額 △ 29 △ 38  8

法 人 税 等 支 払 額 △ 294 △ 198 △ 96

そ の 他 △ 154 △ 53 △ 101 未払金等

  

計                  (A)  434  609 △ 174 当社 △115、子会社 △106

固定資産の取得による支出 △ 507 △ 504 △ 2 設備投資

工 事 負 担 金 等 受 入 額  205  220 △ 15

投資有価証券の売却による収入  0  715 △ 715

そ の 他 △ 0  0 △ 0

計                  (B) △ 301  432 △ 734 当社 △255、子会社　54

 132  1,041 △ 909 当社 △370、子会社 △51

【長期債務残高（連結）】

H14中間 H13末 増減 H13中間 H12末 増減

長 期 債 務 の 増 減 額 △ 212 △ 1,196  984 12,367 12,579 △ 212 12,660 13,856 △ 1,196

長 期 債 務 の 増 加 額  －  14 △ 14

長 期 債 務 の 減 少 額 △ 212 △ 1,210  998

短 期 借 入 金 の 増 減 額 △ 38 △ 47  8 コマーシャル・ペーパー発行等

配 当 金 の 支 払 額 △ 51 △ 51  0

そ の 他 △ 30 △ 231  201

計                  (D) △ 332 △ 1,526  1,194 当社 130、子会社 △102

△ 199 △ 485  285

項                  目

 フ リ ー ・ キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー  (C=A+B)

平成１４年度

中     間

 現金及び現金同等物の増減 （E=C+D)

増　　減
平成１３年度

中     間

備　　　　　　　　考

【14年度の主な内訳】

Ｈ14期首 940→中間期末 740

長期借入金の返済

営

業

活

動

投

資

活

動

財

務

活

動

 連－３



平 成 １４ 年 度 通 期 業 績 予 想（連 結）

（単位：億円）

項      目 平成14年度 平成13年度 備          考
業 績 予 想 実      績

< 1.37 > < 1.37 >

 営   業   収   益  11,670  11,906 △ 236 当　社 運輸収入減等

子会社 物販飲食・ホテル減、百貨店増

 営   業   費   用  10,470  10,729 △ 259

 営   業   利   益  1,200  1,176  23 当　社 営業費用減
子会社 営業収益減

   営  業 外 損 益 △ 460 △ 476  16

 経   常   利   益  740  700  39

< 1.17 > < 1.40 >

 当  期  純  利 益  400  455 △ 55 当　社　営業収益減、営業費用減
子会社　営業収益減、特別利益減

（注）1.［   ］は、H14.5.13発表の業績予想値を示しております。

　　　2. <　 > は連単倍率を示しております。

セ グ メ ン ト 別 通 期 業 績 予 想
（単位：億円）

平成14年度 平成13年度 備          考
業 績 予 想 実      績

営業収益  8,485 　 8,681 △ 196 ・ 鉄道事業　運輸収入等減

営業利益  932 　 884  47
バス事業　一般路線、貸切収入減　

営業収益  2,260 　 2,276 △ 16 ・ 百貨店増、物販飲食減

営業利益  39 　 47 △ 8

営業収益  678 　 689 △ 11 ・ 不動産分譲収入等減

営業利益  150 　 153 △ 3

営業収益  1,848 　 1,856 △ 7 ・ ホテル業減

営業利益  86 　 98 △ 11

（注） 記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

その他
事　業

項　　　目
増  減

増  減

運 輸 業

流 通 業

不動産業

[  390]

[  730]

[ 1,190]

　[11,810]

[10,620]

連－４



損  益  計  算  書 (単 体）

（単位：億円）

項　　　　　目 増   減

4,260 4,377 △ 116

運 輸 収 入 3,797 3,883 △ 86

運 輸 附 帯 収 入 117 120 △ 2

関 連 事 業 収 入 92 92 0

旅 行 業 収 入 9 51 △ 42

そ の 他 収 入 244 229 14

3,698 3,821 △ 122

人 件 費 1,517 1,682 △ 164 社員数減

物 件 費 1,350 1,328 22 修繕費、業務費増

公 団 借 料 等 157 158 △ 1

租 税 公 課 208 174 33 固定資産税一括納付増

減 価 償 却 費 464 476 △ 12

562 555 6

△ 226 △ 255 29

営 業 外 収 益 10 17 △ 6

営 業 外 費 用 236 273 △ 36 支払利息減

336 300 35

3 28 △ 24

特 別 利 益 35 604 △ 569

特 別 損 失 31 576 △ 544

339 328 10

141 136 5

法 人 税 等 190 295 △ 104

法人税等調整額 △ 49 △ 159 109

198 192 5

（注）[　 ]は、H14.5.13発表の業績予想値を示しております。

営 業 外 損 益

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

当 期 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 等

関連事業等収入内訳
14年度 13年度 増 減

いわゆる関連事業収入 210 212 △ 2
運 輸 附 帯 収 入 117 120 △ 2
構 内 営 業 料 36 36 △ 0
広    告    料 28 31 △ 2
高架下等貸付料 43 42 0
駐 車 場収入等 8 9 △ 1
関 連 事 業 収 入 92 92 0
不動産賃貸収入 69 67 1
商 品 等売上高 0 0 △ 0
 そ    の    他 22 23 △ 1

運 輸 収 入 内 訳
14年度 13年度 増 減

鉄　      　道 3,795 3,881 △ 86
 定          期 754 759 △ 4
 定    期    外 3,040 3,121 △ 81
 荷          物 0 0 △ 0
船　      　舶 1 1 0
合    　計 3,797 3,883 △ 86

[4,310]

[ 350]

[ 200]

平成14年度
中    　間

平成13年度
中  　  間

単体参考資料

単－１



鉄道旅客輸送量・ 鉄道旅客運輸収入の対前年比較

１．合　　計  （単位：億円、百万人ｷﾛ）

項     　　             目  平成14年度中間 平成13年度中間 対前年比 (%)

輸 送 人 キ ロ ６,９７９ ７,１０４ ９８.２

運 輸 収 入 １,５４５ １,５８７ ９７.４

輸 送 人 キ ロ １９,４５１ １９,７２１ ９８.６

運 輸 収 入 ２,２４８ ２,２９３ ９８.１

輸 送 人 キ ロ １４,３６８ １４,５２５ ９８.９

運 輸 収 入 １,５３３ １,５５９ ９８.３

輸 送 人 キ ロ ５,０８２ ５,１９６ ９７.８

運 輸 収 入 ７１５ ７３３ ９７.６

輸 送 人 キ ロ ２６,４３０ ２６,８２６ ９８.５

運 輸 収 入 ３,７９４ ３,８８０ ９７.８

２．定　　期  （単位：億円、百万人ｷﾛ）

項     　　             目  平成14年度中間 平成13年度中間 対前年比 (%)

輸 送 人 キ ロ ２７７ ２７７ １００.０

運 輸 収 入 ３５ ３４ １０１.１

輸 送 人 キ ロ １１,５８７ １１,６５４ ９９.４

運 輸 収 入 ７１９ ７２４ ９９.３

輸 送 人 キ ロ ９,２５８ ９,２９０ ９９.７

運 輸 収 入 ５７６ ５７９ ９９.６

輸 送 人 キ ロ ２,３２９ ２,３６４ ９８.５

運 輸 収 入 １４２ １４４ ９８.４

輸 送 人 キ ロ １１,８６５ １１,９３２ ９９.４

運 輸 収 入 ７５４ ７５９ ９９.４

３．定 期 外  （単位：億円、百万人ｷﾛ）

項     　　             目  平成14年度中間 平成13年度中間 対前年比 (%)

輸 送 人 キ ロ ６,７０１ ６,８２６ ９８.２

運 輸 収 入 １,５１０ １,５５３ ９７.３

輸 送 人 キ ロ ７,８６３ ８,０６６ ９７.５

運 輸 収 入 １,５２９ １,５６８ ９７.５

輸 送 人 キ ロ ５,１１０ ５,２３５ ９７.６

運 輸 収 入 ９５６ ９８０ ９７.６

輸 送 人 キ ロ ２,７５３ ２,８３１ ９７.２

運 輸 収 入 ５７３ ５８８ ９７.４

輸 送 人 キ ロ １４,５６５ １４,８９３ ９７.８

運 輸 収 入 ３,０４０ ３,１２１ ９７.４

新　　幹　　線

在　　来　　線

在
来
線
内
訳

京　阪　神

そ　の　他

全　社　計 

新　　幹　　線

在　　来　　線

在
来
線
内
訳

京　阪　神

そ　の　他

全　社　計 

全　社　計 

新　　幹　　線

在　　来　　線

在
来
線
内
訳

京　阪　神

そ　の　他
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貸  借  対  照  表（単 体）

（単位：億円）

科               目 平成14年度中間 平成13年度末 増  減 備             考

流     動     資     産 1,106 1,088  18 短 期貸付金 98       

前 払 費 用 21       

現 預 金 △ 55       

資

固     定     資     産 20,143 20,269 △ 125

産 鉄 道 事 業 等 固 定 資 産 17,385 17,538 △ 152 資 産 増 355      

資 産 減 △ 508      

（う ち 減 価 償 却 費 △ 464）

の

部 建 設 仮 勘 定 648 688 △ 40

投 資 等 2,109 2,042  67 長期繰延税金資産 42       

長 期貸付金 30       

合           計 21,250 21,357 △ 106

科               目 平成14年度中間 平成13年度末 増  減 備             考

流     動     負     債 4,509 4,175 333

１年以内長期借入金等 1,036 724 311

　 未 払 金 等 3,473 3,451 21 前 受 金 327    
短 期借入金 144    

負 未 払 金 △ 376    
未払法人税等 △ 57     

固     定     負     債 12,711 13,295 △ 583

債 社 債 ・ 長 期 借 入 金 等 10,434 10,930 △ 496
長期債務残高     

退 職 給 付 引 当 金 1,736 1,808 △ 72     14年度中間････ 11,470   
・    13年度末･･････ 11,654 

線路使用料長期未払金等 540 555 △ 15 △ 184      

資

負     債     合     計 17,221 17,470 △ 249

本 資 本 金 1,000 1,000  －
資 本 剰 余 金 550 550 －
利 益 剰 余 金 2,448 2,301 147

の 　利 　益　 準　備　金 113 113 －
固定資産圧縮積 立 金 28 － 28
   別   途   積  立  金 1,700 1,500 200

部 当 期 未 処 分 利 益 607 687 △ 80
  （う ち 当 期 利 益） ( 198) ( 325) （△ 127）

有 価 証 券 評 価 差 額 金 31 35 △ 4

資     本     合     計 4,029 3,886  143

合           計 21,250 21,357 △ 106

株 主 資 本 比 率 19.0％ 18.2％
総資本営業利益率（ＲＯＡ) 2.6％ 4.5％
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平 成 14 年 度 通 期 業 績 予 想（単 体）

（単位：億円）

項　　　　　目 増   減 備　　　　　　　考

8,505 8,698 △ 193

運 輸 収 入 7,532 7,702 △ 170 定期外収入減

運 輸 附 帯 収 入 241 246 △ 5

関 連 事 業 収 入 184 183 0

旅 行 業 収 入 19 64 △ 45 営業譲渡に伴う減

そ の 他 収 入 529 501 27

7,475 7,703 △ 228

人 件 費 3,013 3,305 △ 292 社員数減

物 件 費 2,908 2,812 95 修繕費増等

公 団 借 料 等 311 313 △ 2

租 税 公 課 296 300 △ 4

減 価 償 却 費 947 971 △ 24

1,030 995 34

△ 430 △ 454 24

営 業 外 収 益 48 62 △ 14

営 業 外 費 用 478 517 △ 39 支払利息減

600 540 59

4 54 △ 50

特 別 利 益 370 1,051 △ 681

特 別 損 失 366 996 △ 630

604 595 8

262 270 △ 8

342 325 16

（注）[　 ]は、H14.5.13発表の業績予想値を示しております。

営 業 外 損 益

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

当 期 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 等

平成14年度
業績予想

平成13年度
実　　　績

[8,620]

[7,590]

[1,030]

[600]

[340]
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（単位：人、億円、％）

連　結 単　体 連　結 単　体

42,856 29,283 45,526 31,549 

－　 ［35,415］ －　 ［38,339］

301 286 313 301 

1,781 1,258 2,558 2,014 

－　 556 －　 539 

548 464 564 476 

△ 246 △ 230 △ 282 △ 263 

受 取 利 息・配当金 2 4 4 7 

支 払 利 息 △ 248 △ 235 △ 287 △ 271 

391 313 381 323 

自 己 資 金 319 241 294 235 

12,367 11,470 12,660 11,511 

（注）連結・単体の従業員数は就業人員ベースです。

中期経営目標

中 間 期 実 績 通 期 見 通 し （平成17年度）

（連　結） ％ 2.8 4.9 5.4 

（連　結）億円 664 1,200 1,300 

（連　結）億円 232 400 500 

（連　結）億円 12,367 12,200 11,000 

（単　体）億円 11,470 11,350 10,000 

（単　体） 人 32,000 36,497 

減 価 償 却 費

項　　　　　目
平成14年度中間期 平成13年度中間期

従 業 員 数

〃

期 首 社 員 数

Ｒ Ｏ Ａ

長 期 債 務 残 高

設 備 投 資

金 融 収 支

平成14年度

営 業 利 益

当 期 純 利 益

長 期 債 務 残 高

諸　　　元　　　表

中期経営目標における数値目標との比較

項　　　　　　　　　　目

修 繕 費

退 職 手 当 支 給 人 員

退 職 手 当

［ 期 末 在 籍 社 員 数 ］

共通参考資料



平成14年度 中間決算について 

西日本旅客鉄道株式会社 

 
１．連 結 決 算    ※増減は対前年比較 

(1) 連結会社数 連結子会社64社、持分法適用関連会社5社。 

(2) 損益計算書 営業利益、経常利益では２期ぶりの増益。当期純利益では減益。 

○営業収益   5,796億円（当社4,260億円、子会社1,535億円）、139億円減（△2.3%） 

 連単倍率1.36（H13年度中間1.36） 

当社及び物販飲食業、ﾎﾃﾙ業などの減収によりＪＲ京都伊勢丹の増収があったものの２期連続減収。 

 

 
  

 
○営業費用  5,131億円（当社3,698億円、子会社1,433億円）148億円減（△2.8%） 

当社の社員数減少による人件費減等。  
   
 

○営業利益   664億円（当社562億円、子会社102億円）、9億円増（1.4%） 

○ 営業外損益  △ 244億円、20億円改善（7.8%）主に当社の長期債務縮減に伴う利子減による。 

 金融収支は、△246億円、36億円改善。 

○ 経常利益   419億円（当社336億円、子会社83億円）、30億円増（7.8%） 

○ 特別損益  △ 1億円、38億円悪化 

 当期は、ＪＲ京都伊勢丹のﾘﾓﾃﾞﾙ費用など計上。 

○ 当期純利益 232億円（当社198億円、子会社34億円）、4億円減（△1.9%） 

 

 連単倍率1.17（H13年度中間 1.23）  

 
 

(3) 貸借対照表 
 

 2兆3,819億円、348億円減（△1.4%） ・総 資 産 

長期債務返済に伴う現預金の減及び固定資産の償却の進捗。 

1兆2,367億円、212億円減。 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ       2.7倍 （前年度中間2.3倍） 

 

・長期債務残高    

借入金依存度            52％（前年度末52％） 

(4) キャッシュ･フロー計算書 

・営業活動 税引前中間純利益が微減、法人税等の支払増もあり、前期に比べ174億円減､434億円ｷｬｯｼｭｲﾝ。 

・投資活動   ﾃﾚｺﾑ株を売却した前期に比べ、734億円減、301億円ｷｬｯｼｭｱｳﾄ。 

 

・財務活動    ﾃﾚｺﾑ株売却収入を長期債務返済に充当した前期に比べ、1,194億円使用減、332億円ｷｬｯｼｭｱｳﾄ。 

 

(5) セグメント情報 

  ・運 輸 業 鉄道事業、ﾊﾞｽ事業共に減収も、当社の営業費用減等により営業利益は12億円増加。 

 ・流 通 業 百貨店が好調も、キヨスク等の売上減等により営業利益は１億円減少。 

 ・不動産業 不動産分譲減による売上減も、ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰなどの営業費用減により、営業利益は4億円増加。 

 ・その他事業 ホテル業等の売上減により営業利益は6億円減少。 

(6) 平成15年3月期（通期）の業績予想 
1兆1,670億円（当社8,505億円、子会社3,165億円）、236億円減（△2.0%） ・売 上 高 

運輸収入の減及び物販飲食業、ﾎﾃﾙ業の売上減等。 

1,200億円（当社1,030億円、子会社170億円）、23億円増（2.0%） ・営業利益 

人件費減等の営業費用の減。 

740億円（当社600億円、子会社140億円）、39億円増（5.7%） 

 
 

・経常利益 

さらに営業外損益改善。 

400億円（当社342億円、子会社58億円）、55億円減（△12.2%）  ・当期純利益 
特別利益の減等。 
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２．単 体 決 算 

 

（１）損益計算書 ６期連続の減収となったものの、営業利益、経常利益ともに２期ぶりの増益に転じ、当期純利益では
４期連続の増益。 

 ○ 営業収益  4,260億円、116億円減（△2.7%）  

 ・運輸収入が６期連続減、86億円減（△2.2%）の3,797億円。 
項　 　 　 目 14年度 13年度 増減額 増減率 備　 　 　 　 考

鉄 合          計 3, 794 3, 880 △ 86 △ 2. 2

新   幹   線 1, 545 1, 587 △ 41 △ 2. 6 ←３ 期ぶり の減

道 在   来   線 2, 248 2, 293 △ 44 △ 1. 9

　 京  阪  神 1, 533 1, 559 △ 26 △ 1. 7 ←３ 期ぶり の減

旅 　 そ  の  他 715 733 △ 17 △ 2. 4
定  期  収  入 754 759 △ 4 △ 0. 6

客 新   幹   線 35 34 0 1. 1

在   来   線 719 724 △ 4 △ 0. 7

運 　 京  阪  神 576 579 △ 2 △ 0. 4 ←２ 期ぶり の減

　 そ  の  他 142 144 △ 2 △ 1. 6
輸 定 期 外 収 入 3, 040 3, 121 △ 81 △ 2. 6

新   幹   線 1, 510 1, 553 △ 42 △ 2. 7 ←２ 期連続減

収 在   来   線 1, 529 1, 568 △ 39 △ 2. 5

　 京  阪  神 956 980 △ 23 △ 2. 4 ←３ 期ぶり の減

入 　 そ  の  他 573 588 △ 15 △ 2. 6

・その他収入 463億円、30億円減（△6.1%） 

運輸附帯収入は、広告料減等で2億円減の117億円。 

関連事業収入は、前年比横ばいの92億円。 

旅行業収入は、日本旅行への営業譲渡に伴い、42億円減の9億円。 

 

 

運輸雑収入は、部外関連工事受入増等で14億円増の244億円。 

 
○ 営 業 費 用 3,698億円、122億円減（△3.2%） 

・人 件 費  社員数減等で164億円減。 

・物 件 費  動力費は電力単価減等で2億円減。 

     修繕費は工事平準化の進捗等で16億円増。 

  

 

・租税公課  

業務費は外注化に伴う委託費増等で7億円増。 

固定資産税一括納付増で33億円増。 

 
○ 営業利益   562億円、6億円増（1.2%） 

 
○ 営業外損益   △ 226億円、29億円改善（11.5%） 

 
 

金融収支は、230億円の損失、33億円改善。支払利息35億円減。 

 
○ 経常利益   336億円、35億円増（11.9%） 

 
○ 特別損益   ＋3億円（特別利益 35億円、特別損失31億円）、テレコム株売却益減等により24億円悪化。 

 
○ 当期純利益 198億円、5億円増（3.0%） 

  

(2) 貸借対照表 

 ・総 資 産 2兆1,250億円、106億円減(△0.5%)  

 ・長期債務残高 1兆1,470億円、184億円減(△1.6%) 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ     2.4倍（前年度中間 2.1倍） 

借入金依存度           54％（前年度末 55％） 

 

(3) 平成15年3月期（通期）の業績予想 

・売  上 高 8,505億円、193億円減(△2.2%)運輸収入、営業譲渡に伴う旅行業収入減等。 

・営 業 利 益 1,030億円、34億円増(3.5%)人件費減等。 

・経 常 利 益 600億円、59億円増(10.9%)さらに営業外損益改善。 

 

・当期 純利益  342億円、16億円増(5.1%) 
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